

様式および別紙一覧

様式第１　　　 久喜市商工会事業承継補助金事業に係る申請書(表紙)
様式第２　　　 事業承継計画書
様式第３　　　 事業承継についての確認書
様式第４　　　 事業承継補助金交付申請取下届出書
様式第５　　　 事業承継補助金に係る補助事業の内容・経費の配分の変更承認申請書
別紙１　　　 経費の配分の変更
様式第６　　　 事業承継補助金に係る補助事業の中止（廃止）申請書
様式第７　　　 事業承継補助金に係る補助事業実績報告書
　別紙２　　　 支出内訳書
様式第８　　　 事業承継補助金に係る補助金精算払請求書
様式第９　　　 財産処分承認申請書
様式第１０　　 事業承継補助金交付決定通知書
様式第１１－１ 取得財産等管理台帳
様式第１１－２ 取得財産等管理明細表
様式第１２ 　　経費支出管理表


（様式第４）

令和　　年    月    日
久喜市商工会　
会長　小林英一　様

住　　所
名　　称
代表者の役職・氏名　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　

令和８年度
事業承継補助金交付申請取下届出書

令和　　年　月　日付けで交付決定通知のあった事業承継補助金の交付の申請は、下記のとおり取り下げることとしたので、事業承継補助金交付要綱第１１条の規定に基づき届け出ます。

記

１．補助事業の名称



２．交付申請の取下理由



















（様式第５）

令和　　年    月    日

久喜市商工会
会長　小林英一　様
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住　　所
名　　称
代表者の役職・氏名　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　
令和８年度

事業承継支援補助金に係る補助事業の内容・経費の配分の変更承認申請書

令和　　年　月　日付けで交付決定通知のあった上記補助事業を下記のとおり変更したいので、事業承継補助金交付要綱第１３条第の規定により承認を申請します。

記

１．変更の理由


２．変更の内容

　　経費の配分の変更については、（別紙１）「経費の配分の変更」のとおり
















（別紙１）【様式第５：補助事業の内容・経費の配分の変更承認申請書に添付】

事業者名：　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　経費の配分の変更　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	補助対象経費

	
	金額

	
	変更前
	変更後

	１．備品購入費
	
	

	２．設備工事費
	
	

	３．店舗改装費
	
	

	４．広報費
	
	

	５．専門家謝金
	
	

	合　　計
	
	


　　

	補助金額
(補助対象経費合計の2/3以内)
	

	



※変更前の補助金額を上限とする。




（様式第６）
令和　　年    月    日

久喜市商工会
会長　小林英一　様
住　　所
名　　称
代表者の役職・氏名   　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　

令和８年度

事業承継補助金に係る補助事業の中止（廃止）申請書

令和　　年　月　日付けで交付決定通知のあった上記補助事業を下記のとおり中止（廃止）したいので、事業承継補助金交付要綱第１６条の規定により承認を申請します。

記

１．中止（廃止）の事業名


２．中止（廃止）の理由


３．補助事業中止の期間（廃止の時期）


















様式第７

久喜市商工会事業承継補助金実績報告書

　　　　令和　　年　　月　　日
（提出先）
久喜市商工会
会長　小林英一　様

住　　所
　　　　　　名　　称　　　　　　　　　　
代表者の役職・氏名　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　

令和　　年　　月　　日付け久商第　　　　号で交付決定の通知を受けた補助事業が完了したので、関係書類を添えて、下記のとおり報告します。

記

	補助金
交付決定額
	　　　　　　　　　　　　，　　　円

	補助事業期間
	令和　　年　　月　　日～　令和　　年　　月　　日

	補助事業金額
	　　　　　　　　，　　　，　　　円

	添付書類
	１　備品購入または広告宣伝費に係る領収書又は支払を証明
する書類の写し
２　補助対象物の現況写真
３　事業承継について確認できる書類（補助金交付申請時に
おいて事業承継がされていない場合）
⑴　法人（登記事項証明書、商業登記簿謄本等）
⑵　個人（確定申告書、個人事業の開業・廃業等届出書等）
４　変更後の見積書の写し（購入金額又は工事内容に変更が
あった場合）
５　預金口座振込依頼書




（別紙２）【様式第７：実績報告書に添付】

支出内訳書
事業者名：　　　　　　　　
番　　号：　　　　　　　　

（単位：円）
	経費区分
	補助対象経費

	１．備品購入費
	

	２．設備工事費
	

	３．店舗改装費
	

	４．広報費
	

	５．専門家謝金
	

	補助対象経費合計（上記1.～10.の合計）
	

	（１）補助対象経費合計の
４分の３の金額（円未満は切り捨て）
	

	（２）交付決定通知書記載の補助金の額
（計画変更で補助金の額を変更した場合は変更後の額）
	

	（３）補助金額（精算額）
（（１）または（２）のいずれか低い額）
	








（様式第８）
令和　　年    月    日

久喜市商工会
会長　小林英一　様

  　　　　　　　　　　　　　　　 　　　       住　　所
名　　称
代表者の役職・氏名　　　      　　　　印


令和８年度

事業承継補助金に係る補助金精算払請求書

事業承継補助金交付要綱第１９条第２項の規定に基づき、補助金を下記のとおり請求します。

記

１．補助事業名（補助金交付決定通知書の日付を記載のこと。）
　　　　事業承継補助金事業　（令和　　年　月　日交付決定）


２．請求金額（単位は円とし、算用数字を用いること。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
    

３．振込先金融機関名、支店名、預金の種別、口座番号および預金の名義（カタカナ）
　　　＊以下の５項目（カタカナの名義含む）が記載された当該口座の預金通帳のペー
ジのコピーを添付すること。

　　　振込先金融機関名：
　　　金融機関コード（４桁）：
　　　支店名：
　　　支店コード（３桁）：
　　　預金の種別：
　　　口座番号：
　　　預金の名義(カタカナ)：




（様式第９）

令和　　年    月    日

久喜市商工会　
会長　小林　英一　様

  　　　　　　　　　　　　　　　　　        　住　　所
名　　称
代表者の役職・氏名　　  　   　    　　印


取得財産の処分承認申請書

事業承継補助金により取得した財産を、下記のとおり処分したいので、事業承継補助金交付要綱 第２３条第３項の規定に基づき、下記のとおり承認を申請します。

記

１．品目および取得年月日


２．取得価格および時価


３．処分の方法


４．処分の理由















（様式第１０）

令和　　年    月    日

　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　久喜市商工会
  会　長 　小林　英一　
 

令和８年度　久喜市商工会事業承継補助金交付決定通知書


事業承継補助金交付要綱　第８条の規定に基づき、令和　　年　　月　　日付けで申請のありました小規模事業者販路開拓等支援補助金については、次の通り交付することが決定しましたので通知いたします。

記

１．補助金の交付の対象となる事業の内容は、令和　　年　　月　　日付けで申請のあっ
　　た事業承継補助金申請書(以下「申請書」という。)記載の通りとする。


２．補助対象経費および補助金の額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変
更された場合における補助対象経費および補助金の額については、別に通知するとこ
ろによるものとする

　　　　　　補助対象経費　　金　　　　　　　円
    　　　　
　　　　　　補助金の額　　　金　　　　　　　円

３．補助金の額の確定は次によるものとする。
　　補助金の確定額は、補助対象経費の実支出の３／４または配分された補助金の額のいずれか低い額とする。

４．事業承継補助金交付要綱(以下「交付要綱」という。)第１３条第１項に規定する
「別に定める軽微な変更」とは、次の各号に定める場合の変更をいう。
　　(1)補助目的の達成に支障をきたすことなく、且つ事業能率の低下をもたらさない事業計画の細部を変更する場合。
    (2)補助事業の経費の配分
　　　 交付要綱の別表１に記載された「補助対象経費の区分」相互間において、いずれ
か低い方の２０％以内の変更をしようとする場合。

（様式第１１－１）


取得財産等管理台帳

事業者名：　　　　　　　　
番　　号：　　　　　　　　

（単位：円）
	区分

財産名
	
規格
	
数量
	
単価
	
金額
	
取得
年月日
	
保管場所
	
備考

	





	
	
	
	
	
	
	



（注）１．対象となる取得財産等は、取得価格または効用の増加価格が事業承継補助金
交付要綱第２３条第１項に定める処分制限額以上の財産
とする。
　　　２．数量は、同一規格であれば一括して記載して差し支えない。ただし、単価が
異なる場合には区分して記載のこと。
　　　３．取得年月日は、検査を行う場合は検収年月日を記載のこと。
　　　


















（様式第１１－２）


取得財産等管理明細表

事業者名：　　　　　　　　
番　　号：　　　　　　　　

（単位：円）
	区分

財産名
	
規格
	
数量
	
単価
	
金額
	
取得
年月日
	
保管場所
	
備考

	





	
	
	
	
	
	
	



（注）１．対象となる取得財産等は、取得価格または効用の増加価格が事業承継補助金
交付要綱第２３条第１項に定める処分制限額以上の財産
とする。
　　　２．数量は、同一規格であれば一括して記載して差し支えない。ただし、単価が
異なる場合には区分して記載のこと。
　　　３．取得年月日は、検査を行う場合は検収年月日を記載のこと。


















	
	
